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Abstract: 

政策形成における専⾨家と政策⽴案者の関係性は、国や政策分野によって異なる形をとることが知られ

ている。本稿では、スウェーデン、アメリカ、および⽇本の三国における COVID-19 対策を取り上げ、各

国の政策形成における両者の関係性、およびそこから⽣じるリスクを考察した。この考察から、パンデミ

ック下における公衆衛⽣専⾨家に求められる振る舞いを検討し、3 つの提⾔が導かれた。本稿は、本国の

COVID-19 対策における今後の政策形成で有⽤となるのみならず、本国における専⾨家の⾏動原則の策定

および関連する法整備に向けたさらなる議論の必要性を提⽰し、論点を提供している。 

 

The roles of experts and policy-makers vary between countries and policy sectors. In this article, I first compare 

policy-making during the COVID-19 pandemic in three countries; Sweden, USA, and Japan. Secondly, I consider 

the risks that arise from the countries' policy-making environment. And finally, I make three recommendations that 

would help public health experts in Japan deal with uncertainty and normative ambiguity carefully and prevent the 

politicization amid pandemics. This article demonstrates the necessity for further discussion and offers a blueprint 

for developing principles and legal systems. 

 

1. はじめに 

歴史的な感染症が世界で猛威を振るっている。

COVID-19 と名付けられたこの感染症 1)は、中国武

漢での出現から間もなくして国境を越え世界中に

急速に拡⼤し、2020 年 6 ⽉の時点で感染者数は

1000 万⼈を超え、死者数は 50 万⼈に達した 2)。こ

の感染症は⼈々の健康への脅威であるのみならず、

その経済的被害も甚⼤になると予測されている 3)。

この状況の中で、各国政府は政策における⼈命と

経済のバランスで選択を迫られている 4)。 

 さて、政策決定における専⾨知識の重要性は今

⽇ではよく理解されている 5)が、専⾨家の政策形

成への関与については多くの議論がある。公衆衛

⽣政策が実⾏されるのは政治によってのみである 6)

ことから公衆衛⽣の⽬的の達成のためには政治と

の関わりは不可避であると⾔えるが、⼀⽅で政策

決定への過度な関与は、本来政治によって解決さ

れるべき価値判断 7)8)への関与に他ならず、科学の

客観性に反し信頼を損なうという懸念もある 9)。

こういった議論の中、専⾨家と政策⽴案者の関係

性は時代とともに発展し、国や政策分野によって

も異なる形をとっている 10)。今回のパンデミック

下の政策形成においても、両者の関係性は国ごと

に⼤きく異なっているようである。専⾨家の適切

な振る舞いは、専⾨知の社会的信頼を⾼めるため、

そして感染対策における公衆衛⽣的介⼊の理解と
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協⼒を求めるために、重要な意味合いを持ってい

る。では、パンデミック下の政策形成において、専

⾨家は具体的にどのような振る舞いが求められる

であろうか。 

 本稿ではまず、COVID-19(新型コロナウイルス

感染症)対策の政策形成において、専⾨家の影響⼒

が強い国としてスウェーデンを、政治家の影響⼒

が強い国としてアメリカを取り上げ、⼆国におけ

る特徴をみることで各構造から⽣じる問題を考察

する。その後、⼆国との⽐較を通して⽇本におけ

る専⾨家と政策⽴案者の関係性を検討した後に、

公衆衛⽣専⾨家に求められる振る舞いについて議

論を発展させる。但し、本稿では執筆当時の 2020

年 7 ⽉までの情報をもとに状況を記述しており、

事態の進展とともに状況が変化する可能性が考え

られる。また、各国の感染対策の効果については

現段階で判断を下せる状況ではないため、本稿で

は議論に含めないこととする。 

 

2-1. スウェーデンにおける政策形成環境 

 まず、専⾨家の影響⼒が⼤きい国としてスウェ

ーデンの例を考察する。スウェーデンでは、公衆

衛⽣局を含む公的機関の政府からの独⽴が国の憲

法に明記されており、これらの機関が専⾨知識に

基づいて政策形成を⾏うための制度が保証されて

いる 11)12)。COVID-19 対策の政策形成においても、

議論は政治家ではなく公衆衛⽣局の国家疫学者で

ある Tegnell⽒によって推進された 13)。公衆衛⽣局

は、Tegnell⽒を中⼼とする専⾨家の知識をもとに

政策形成を⾏い、政府に勧告をする。最終決定は

政府にあるが、政策形成における公衆衛⽣局の役

割は顕著である 12)。また、公衆衛⽣局は政策形成

のみならず、平⽇ 14 時より開かれる記者会⾒にお

いても情報発信を先導していた 12)。⼀⽅、議会で

は政策に関する意⾒の相違はほとんどみられず、

政府も Tegnell⽒の戦略に信頼を⽰していた 14)。以

上より、専⾨家によって政策形成され、専⾨家に

よって情報発信されるという、専⾨家の存在感が

極めて強い構造であるとまとめることができる。 

 また、採⽤された戦略⾃体も特異的であった。

本稿の論点とずれるため詳述は避けるが、ヨーロ

ッパ各国がロックダウンを実施する中、スウェー

デン公衆衛⽣局は、50 ⼈以上の集会の禁⽌、⽼⼈

ホームへの訪問の禁⽌といった⽐較的緩い介⼊に

とどめ、レストラン、バー、ジム、映画館といった

施設の営業は許可し続けた 13)。専⾨家が国を先導

するという構造的特徴、および採⽤された戦略内

容の特異性から、スウェーデンの対策は世界から

注⽬を集めていた 15)。 

 

2-2. アメリカにおける政策形成環境 

 ⼀⽅アメリカでは、政治家の強い影響⼒が観察

された。ホワイトハウスの対策本部には国⽴衛⽣

研究所や国⽴アレルギー・感染症研究所、疾病対

策センターといった研究施設から代表者が集めら

れており 16)17)、専⾨家が政策形成の場へ専⾨知を

提供する機会となっていた。しかし、政策決定の

権限は⼤統領や各州知事といった国⺠から選出さ

れた政治家に全⾯的に付与されており、科学的助

⾔が政治家により却下される状況もみられた 18)19)。

スウェーデン同様に定例記者会⾒は連⽇開催され

ていたが、それはホワイトハウスにおいて⼤統領

主導で発信された 20)。専⾨家の役割としては、各

研究施設からの感染状況および政策の客観的評価

の提⽰が主であった。政策決定者への助⾔も⾏わ

れたが、その影響⼒は限定的であったようである 19)。

実際に施⾏された政策としては、私権制限の程度

や経済とのバランスなど多くの点で州ごとに異な
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っており、その違いは政策決定者の判断に⼤きく

依拠していた 21)。 

 

2-3. 両者の構造の検討 

 ⼆国における専⾨家の役割の違いを述べたが、

これらの違いは結果としてどのような差異を⽣む

であろうか。ここから、⼆国における政策決定と

その顛末を⾒ることで、各構造によって⽣じるリ

スクについて考察する。繰り返しとなるが、感染

対策の評価は感染終息後に慎重な分析とともに判

断されるべき問題であり、ここでは議論に含めな

いこととする。 

 まず、スウェーデンでみられた特徴として、専

⾨家および専⾨知への信頼の喪失があげられる。

もともとスウェーデンでは、歴史的に科学への⾼

い信頼が存在していた。例えば、予防接種制度も

完全に⾃主的であるにも関わらず 98%の極めて⾼

い接種率を誇っており 11)、科学への信頼の⾼さが

伺える。この信頼の⾼さが、COVID-19 対策の政策

についても国⺠の⾼い理解と⾏動変容に繋がって

いると考えられていた 11)。しかし、政策への批判

が複数の科学者から発表されたこと 13)、および政

策を推し進めていた Tegnell ⽒本⼈が戦略につい

て改善の余地があったと⾃認したこと 22)などをき

っかけとして、公衆衛⽣局への不信が強まった。

Novus の世論調査によると、4 ⽉の段階で 73%で

あった公衆衛⽣局への信頼度は 6 ⽉には 65%まで

低下した 23)。驚くことに、同じく感染対策に強い

批判を集めているアメリカではこの傾向は⾒られ

ていない。New York Times と Siena ⼤学の共同調

査によると、6 ⽉時点での医学者および疾病対策

センターへの信頼度は党派を超えて⾼い数値を⽰

しており、その数値がパンデミックの初期やその

前の数年間の世論調査で⾒られたものと変わりが

ないことから、COVID-19 対策を通して科学の信頼

性は損なわれていないことが⽰唆された 24)。これ

らより、科学の信頼喪失のリスクは、政策の失敗

や政策内容への批判ではなく、政策形成における

専⾨家の強い存在感によって引き起こされると推

測できる。 

 ⼆つ⽬のスウェーデンで⾒られた特徴として、

政治家に対する政策形成への参加の要請が挙げら

れる。本来スウェーデンでは、政策形成における

政府の影響⼒を憲法によって制限することで、政

策が専⾨家の判断と専⾨知に基づいて形成される

ことを⽬指していた 12)。しかし、政策内容および

Tegnell⽒への批判が強まった 6 ⽉には、政府が政

策決定に関与していなかったとして野党から⾮難

を浴び 14)、Lofven⾸相のリーダーシップの⽋如へ

の批判もみられた 25)。また、Tegnell⽒の前任者で

ある元国家疫学者の Giesecke⽒は、政府は他のこ

とを考慮すべきであるがそれを全て疫学者に決め

させていると、スウェーデンの政策形成における

専⾨家への過度な依存の傾向を指摘した 12)。 

 ⼀⽅、アメリカに特徴的な事象として、強い政

治化の傾向が⾒られた。政治化とは、本来科学的

に議論されるべきことが政治的な意味合いを持つ

ことをいう。政治化された公衆衛⽣政策は、科学

的事実の冷静な評価からは逸脱し、政治的擁護を

構成する危険性がある 8)といわれる。アメリカで

は、COVID-19 対策の⾼度な政治化が⾒られた。⺠

主党員と共和党員で COVID-19 への懸念の度合い

は⼤きく異なり 26)27)、また、マスク着⽤の是⾮に

ついても⾼度に政治化され、マスク着⽤という⾏

為⾃体が政治的⽴ち位置を⽰すと認識されるまで

に⾄った 28)29)。政治化による⼆極化は、結果とし

て⾏動変容への国⺠理解を損ね、感染対策の効果

を損なったと考えられている 30)。⼀⽅、スウェー
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デンにおいても、わずかながらに政治化の兆候が

⾒られた。当初戦略について議会で意⾒の相違は

ほとんど⾒られていなかったが、事態の進展とと

もに野党からの批判が強まり、政治的な⾊合いを

帯び始めたと指摘されている 23)。これらより、

Goldberg が述べるように、公衆衛⽣政策は根本的

に政治的な性質を持つと⾔える 8)が、他国と⽐較

してもアメリカの政治化の傾向は極めて⾼度であ

った。この⾼度な政治化の傾向を政治家⾃⾝が作

り出しているという指摘 18)31)を考慮すると、政治

化の傾向が強まるリスクは、政策形成における政

治家の強い存在感に起因すると考えられる。 

 

3. ⽇本における「歪な」関係性 

 続いて、これらの特徴的な⼆つの構造と⽐較し、

⽇本の COVID-19 対策における専⾨家の⽴ち位置

を考察する。 

 ⽇本では、パンデミック初期より内閣総理⼤⾂

を本部⻑とする政府対策本部が設置されており、

感染対策に関する全般的な⽅針などを盛り込んだ

「基本的対処⽅針」や、医療提供体制を崩壊させ

ないことを眼⽬とした「緊急事態宣⾔」の発出や

延⻑については、この対策本部にて意志決定され

た 32)33)。これは、スウェーデンの構造、つまり、

公衆衛⽣局が政府から独⽴して戦略策定を⾏って

いた構造とは対照的であり、アメリカ同様に政府

が⼤きな権限を握っていることを意味している。

⼀⽅で、対策本部にて決定されるべき事項につい

て、政府は「専⾨家のご意⾒を踏まえて判断した

い」と繰り返し述べ 34)、緊急事態宣⾔の期間につ

いても「専⾨家の分析、ご判断に従っている」とい

う発⾔がみられた 35)。また、新しい⽣活様式の提

⽰や⾏動変容への要請の情報発信、および政策決

定に伴う国⺠への説明においても、専⾨家の存在

感が顕著であった 36)。これらは、⼤統領や知事の

判断に政策決定権が委ねられているアメリカの構

造とは対照的であり、スウェーデン同様に実質的

な政策決定権限は専⾨家にあるような印象も受け

る。このような、⼆国の中間的存在とも解釈でき

るこの⽇本の構造は、同時に「歪な」関係性として

批判を受け 36)37)、実際に助⾔に関わった専⾨家も

関係性の不明瞭さを指摘している 38)。 

 ⽇本におけるこの「歪な」関係性の要因として、

次の三つの要素が挙げられる。⼀つ⽬は、法整備

の不⾜である。1 ⽉ 30 ⽇に閣議決定で設置された

新型コロナウイルス感染症政府対策本部(対策本

部)39)、および 2 ⽉ 14 ⽇に対策本部での決定によ

り設置された新型コロナウイルス感染症対策専⾨

家会議(専⾨家会議)40)は、いずれも法根拠のないも

のであった。対策本部についてはその後、3 ⽉ 13

⽇の新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正

法の成⽴を経て、同⽉ 26 ⽇に特措法に基づく法根

拠のある対策本部として改めて設置された 39)が、

専⾨家会議については 6 ⽉ 24 ⽇に廃⽌、および分

科会への移⾏が表明される 41)まで、法根拠のない

状態で活動し続けることとなった。専⾨家会議の

⽬的については「新型コロナウイルス感染症の対

策について医学的な⾒地から助⾔等を⾏う」と定

められていたものの、その振る舞いについては「運

営に関する事項その他必要な事項は、座⻑が定め

る」と専⾨家に完全に委ねられることとなった 40)。 

 ⼆つ⽬の要因としては、国内での政策形成にお

ける専⾨家の⾏動規範に関する議論の不⾜が挙げ

られる。欧⽶諸国においては、2000 年代より政策

形成における科学のあり⽅について疑問を喚起す

る事態が相次いだ。これらの議論を踏まえ各国内・

国際組織は、科学的知⾒の取扱いや専⾨家の⾏動

規範について原則や指針を作成し、科学の健全性
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を維持する試みを続けてきた。しかし⽇本におい

て は 、 BSE(⽜海綿状脳症 、 Bovine Spongiform 

Encephalopathy)問題や薬害エイズ問題といった出

来事は政策形成と科学の関係を巡る国⺠的な議論

には繋がらず、健全な科学的助⾔のために仕組み

の整備は進まなかった 42)。 

 三つ⽬の要因としては、政治家のリーダーシッ

プの不⾜が挙げられる。アメリカでみられるよう

に、政治家が情報発信と意志決定の両⽅において

強いリーダーシップを⾒せた場合、専⾨家が選択

できる⾏動の範囲は限定的となる。⼀⽅⽇本にお

いては、政治家が⾃らの責任のもとに積極的な意

志決定を⾏う姿勢はみられず、判断を官僚および

専⾨家に委ねる傾向がみられた 34)。こういった環

境の中、専⾨家に求められる役割は状況とともに

変化していった 36)。 

 このように、⽇本においては、制度上存在する

専⾨家の役割の構造的猶予の中で、政治との間の

線引きを専⾨家⾃⾝が決定するという特徴がみら

れた。この線引きについての苦悩は、専⾨家会議

の座⻑を務めていた脇⽥⽒もインタビューにて語

っている 43)44)。この構造を所与としたとき、公衆

衛⽣の専⾨家は政策形成においてどのように振る

舞うべきか。これは、本国における COVID-19 感

染対策の反省として議論されるべきであるのみな

らず、今後の政策形成と科学の関係性を定義する

制度を作り上げていく上でも、⾮常に重要な意味

を持つ議論であると⾔える。 

 

4. 専⾨家のあるべき振る舞いとは 

 これまで、政策決定における専⾨家の⽴ち位置

としてスウェーデン、アメリカの例を考察し、い

ずれの構造においても潜在的リスクが存在するこ

とを⾒てきた。それでは、その中間に位置する⽇

本の構造において、制度上認められる猶予の中で

専⾨家はどのような振る舞いが求められるであろ

うか。⼆国において観察された⼆つの望まれない

傾向、「信頼喪失」と「政治化」を回避することを

⽬的として、求められる専⾨家の振る舞いを考察

する。 

 

4-1. 信頼性を⾼める 

 政策形成における科学の役割が⾼まるにつれ、

政策形成に関与する科学への社会的信頼の確保が

ますます求められる 42)。スウェーデンの例では、

専⾨家が政策決定の前⾯に押し出されることが、

結果的に科学の信頼の喪失へ繋がる過程を考察し

た。⼀⽅アメリカの例では、政策への強い批判は

科学の信頼には影響を及ぼさなかった。これらよ

り、専⾨家の役割を中⽴的助⾔と感染状況の分析

のみに限定することで信頼の喪失を回避できるよ

うに⾒える。実際、⽇本でも 2 ⽉中旬の時点での

専⾨家の役割はこのような限定的な形であったよ

うに思われる。独⽴性と信頼性は担保されていた

かもしれないが、結果として、総理⼤⾂による学

校の⼀⻫休校要請に⾒られたような科学的根拠の

伴わない政策決定 34)36)へ繋がった。また、アメリ

カにおいても、助⾔と政策の間に存在した時間的・

内容的乖離が感染拡⼤に繋がったと考えられてい

る 45)。⼀⽅ Parascandola は、専⾨家の中⽴性は現

実的でないだけでなく望ましくないとした上で、

専⾨家は中⽴の⽴場に退く誘惑に抵抗しなければ

ならないと述べている 9)。では、専⾨家が科学の信

頼を損なうことなく政策形成に関与するためには、

どのようなことが求められるか。この問題は、パ

ンデミック下の感染対策における⼆つの特徴であ

る不確実性(Uncertainty)と規範的曖昧性(Normative 

ambiguity)の取扱いという問題に帰着する。この⼆
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つの特徴は、いずれも純粋な科学的知⾒に基づく

科学的助⾔の限界を超えており、専⾨家によって

政策決定を⾏えない理由を説明している。しかし、

⽇本における専⾨家会議の役割は、これらの特徴

を無視して政策決定に関与しているという印象を

国⺠に与え、社会的批判を浴びた 37)38)46)。それで

は、専⾨家が政策形成に関与する上で、これらの

要素はそれぞれどのように扱われるべきであろう

か。科学の信頼性を損なうことなく政策形成に関

与することは可能であろうか。 

 

(1) 不確実性(Uncertainty) 

パンデミック下の公衆衛⽣政策の⼀つ⽬の特徴

が不確実性である。これは、意思決定のための科

学的根拠が明確でないこと、と定義される 47)。パ

ンデミック、特に新興感染症の場合、その性質上

⼤きな不確実性を伴う。今回の例で述べると、

COVID-19 の臨床症状、その原因ウイルスである

SARS-CoV-2 のウイルス学的特徴、感染様式や免疫

の持続期間、集団免疫に必要な免疫獲得者の割合

といった、政策形成の上で極めて重要な情報はパ

ンデミック初期にはほとんど解明されておらず、

事態の進展とともに理解が進むという性質をもつ。

また、ロックダウンなどの公衆衛⽣的介⼊の効果

についてもエビデンスは弱いものとなる 48)。こう

いった状況においては、専⾨家の間でも不確実性

の評価および解釈の違いが異なる勧告へ繋がると

され 49)、単⼀の勧告についてコンセンサスを得る

のは難しい。このような不確実性の中での選択は、

⺠主的に選ばれた代表者である政治家が⾃らの判

断とコモンセンスに依拠して下されるべきとさ

れ 50)、専⾨家の役割は様々な政策オプションを提

⽰し、それらの潜在的な結果や科学的限界を説明

することであるとされる 49)。 

不確実性の不適切な取扱いが反発に繋がった国

内の事例を挙げる。4 ⽉に政策の⼀部として掲げ

られた接触 8割削減 51)という⽬標についてである。

根拠となっているのは、厚⽣労働省クラスター対

策班に所属する⻄浦⽒らによる数理モデルに基づ

く算出であった 52)。このモデルは、当時利⽤可能

であった限定的な情報といくつかの仮定により構

成されている 53)。当時利⽤可能であった知⾒の中

で⽐較的信頼性が⾼く、政策形成において⾮常に

有⽤であったことに違いはないが、当然ながら⼀

定程度の不確実性も含んでいた。しかし⻄浦⽒は、

数理モデルの作成および感染状況の評価だけでな

く、「接触 8割削減」⽬標の推進をも積極的に⾏っ

た 52)。このような特定の政策の推進は、Millstone

が定義する不確実性の存在下での専⾨家の役割 54)

から明確に逸脱しており、また、実質的な不確実

性が存在する場合には最良の政策オプションにつ

いて明確な助⾔を提供しようとするべきでないと

いう Van Dijk の記述 49)とも反している。結果とし

て、科学者個⼈への批判に繋がった 38)46)55)。 

では、⻄浦⽒の⾏動はより限定的であるべきで

あっただろうか。⻄浦⽒はインタビューにて、政

治家のリスク認識の低さ、科学者の認識するリス

クの⾼さ、および接触 8 割削減の必要性について

述べており 52)、実際、接触 8割削減という数値⽬

標は⾏動変容へ⼀定の貢献があったと想定される。

もし積極的な政策擁護が感染症の流⾏抑制のため

に必要不可⽋であった場合、それでも⻄浦⽒の⾏

動は正当化され得ないだろうか。 

⼀つの正当化の⽅法は予防原則(Precautionary 

principle)の適⽤である。予防原則とは、ある活動が

⼈の健康や環境に害を及ぼす恐れがある場合には、

たとえ因果関係が科学的に完全に確⽴されていな

くても、予防措置を講じるべき、とする考え⽅で
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あり、ドイツの環境政策にルーツを持つ 56)。国連

環境開発会議のリオ宣⾔においても「深刻な⼜は

不可逆的な損害の脅威がある場合には、完全な科

学的確実性の⽋如を、環境悪化を防⽌するための

費⽤対効果の⾼い措置を延期する理由として⽤い

てはならない。」 57)という形で記されているこの

考え⽅は、環境政策だけでなく公衆衛⽣にも拡張

的な適⽤が認められており、COVID-19 対応におい

ても多くの国で適⽤が認められている 58)。⻄浦⽒

の積極的な政策擁護が政策実⾏に不可⽋であり、

その政策が感染症の流⾏コントロールに必要であ

ったと仮定すると、不確実性を理由に⻄浦⽒の役

割を限定することにより感染症の蔓延を引き起こ

すことは、間接的に不確実性の存在が予防措置の

実⾏を妨げていることになると解釈できる。した

がって、⻄浦⽒による接触 8 割削減の推進は、予

防原則の拡張的な適⽤によって正当化され得ると

考えられる。しかし予防原則はあらゆる政策の推

進を正当化するわけではなく、その適⽤のために

は、政策の必要性、コストと便益の釣り合い、研究

の進捗に応じた継続的な⾒直しと更新、科学の透

明性と卓越性が要求される 58)。 

⼀⽅、⻄浦⽒のモデルについて批判を集めたも

う⼀つの要因は、不確実性の明確化の⽋如であっ

た。⻄浦⽒の振る舞いは、接触 8 割削減という数

値への執着と⽐較し、不確実性の存在の明確化に

は重点がおかれていなかった。さらに、接触 8 割

削減という数値⽬標が政策へ採⽤されて以降は、

⾸相を含む政治家から繰り返し発⾔が⾒られた
51)59)が、政治家からの発⾔では不確実性の存在へ

の⾔及は⾒られなかった。政策形成における専⾨

家の⾏動原則として各国組織が定めているように、

科学的助⾔の正統性と信頼性の確保のために不確

実性の明確化は重要となる 42)。不確実性の存在下

でも政策形成における科学的知⾒の活⽤の有⽤性

は依然として⾼い 60)が、⼀⽅で⼀般の⼈は不確実

性を理解の⽋如により政策が正当化されない状態

と同⼀視する可能性がある 61)ため、不確実性の明

⽰はリスクコミュニケーションの専⾨家によって

洗練された形で実⾏されることが求められる。 

 

(2) 規範的曖昧性(Normative ambiguity) 

パンデミック下の公衆衛⽣政策の⼆つ⽬の特徴

は規範的曖昧性である。ここでの曖昧性とは、受

け⼊れられたリスク評価の結果に対して、いくつ

かの意味のある正当な解釈が⽣じる状態と定義さ

れ、そのうちエビデンスではなく価値観に依存す

る解釈の広がりを規範的曖昧性と呼ぶ 47)。公衆衛

⽣的介⼊はしばしば、経済活動の抑制を伴い、国

⺠に⼤きな経済的負担を強いる。また、感染症に

対する公衆衛⽣的介⼊は、多くの場合私権制限を

伴う。具体的には、感染対策として考えられる、検

疫・隔離や外出⾃粛要請、営業⾃粛要請、濃厚接触

者の情報収集といった介⼊は、個⼈の⾃律や⾃由、

経済活動の⾃由、個⼈のプライバシーといった私

権を制限する 62)。こういった異なる価値の間での

優先順位の決定や、許容される負担の種類と程度

に関する判断は、科学的知⾒ではなく価値観に依

拠する問題であり 7)、政治的な解決が求められる 8)。

リスクガバナンスの領域では、この曖昧性の処理

として包括的な「参加型の議論」を通して共通の

価値観を特定することで、全員が集団的利益を得

ることを⽬指すことが理想であるとされる 47)。し

かし、パンデミックのような即時的な対応が求め

られる状況においては、国⺠と慎重に対話する時

間がないまま専⾨家と政策⽴案者の少⼈数での意

志決定および実⾏が必要となる 45)。 

このような状況において、政府は政策決定の根
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拠を専⾨家の意⾒に依存することで、価値判断を

も専⾨家に委託していたような印象を国⺠に与え

てきた 38)46)。さらに政府は、専⾨家会議から分科

会への移⾏に際して、知事や経済学者、マスコミ

関係者など多分野の専⾨家を集めたが、これによ

り専⾨家が価値判断をしているという想定をさら

に強めることが懸念される。実際、分科会が異な

る価値の間でのバランスを議論すると想定してい

る新聞記事も存在している 63)。しかし、いくら多

分野の専⾨家の関与があったとしても、規範的曖

昧性の存在下で価値判断を伴う最終決定は専⾨家

ではなく政治家によってなされるべきであると考

える。以下に、理由を⼆点指摘する。 

⼀点⽬としては、専⾨家の性質的な限界である。

専⾨家の限界について、Laski は次のように述べて

いる。専⾨家は、特定の分野への没頭を通して常

識の洞察⼒を犠牲にしており、結果として⾃分の

専⾨分野以外の証拠を軽視する傾向があり、斬新

な⾒解に懐疑的である 。よって、専⾨家による意

志決定は必然的に停滞や社会的対⽴を⽣むと懸念

され、全体的な視野を持つ⾮専⾨家の価値スキー

ムによって意志決定が下されるべきとしている 64)。

この記述をもとに考えると、多分野の専⾨家によ

る価値判断はあくまで偏った視野に基づく部分的

な議論に過ぎず、国⺠の価値観に基づく価値判断

との間の乖離は避けられないと考えられる。 

⼆点⽬としては、⺠主的な責任追及の⼿段の存

在である。価値判断や許容される負担の判断が正

当になされなかった場合、政府は議会からの内閣

不信任、議会は国⺠からの選挙という⺠主的な形

で⺠意の反映が期待できる。科学的知⾒によって

正当化されない価値判断の領域に関する決定は、

国⺠から選出された権⼒の委任者によって⾏われ

ることで、国⺠の同意を通して正当化され得る 54)

とされる。 

⼀⽅で、公衆衛⽣の向上それ⾃体が価値である 65)

ように真に価値中⽴的な科学的知⾒は神話にすぎ

ない 49)にも関わらず、しばしば専⾨家は⾃⾝の判

断における価値観のスキームを⾃覚することがで

きない 64)と考えられている。科学に対する信頼を

維持するためには、価値に基づく議論と科学に基

づく結論を注意深く区別する必要がある 61)とされ

る。 

以上より、望まれる専⾨家の振る舞いは次のよ

うなものであると考えられる。専⾨家は、⾃⾝の

判断に存在する価値を⾃覚した上で、異なる価値

の間での⽐較および判断については断固として関

与を拒否し、政治家による判断を促すことが求め

られる。そのために専⾨家の役割は、感染状況の

科学的評価、政策オプションの列挙、および各政

策オプションにおける期待される効果、影響や潜

在的なリスクの提⽰といった、Pielke の述べる「正

直な仲介⼈(The honest broker)」の役割 66)に限定さ

れるべきである。政治家による判断の裁量を明確

化し、判断の根拠の明⽰を促すために、これらの

政策オプションと付随する知⾒は国⺠に⾒える形

で公開されることが望ましいと考える。 

 

4-2. 政治化を防ぐ 

 アメリカの例では、パンデミックの⾼度な政治

化により⼆極化を引き起こし、これがアメリカに

おける感染拡⼤を早めた要因の⼀つと考えられて

いる 30)。これは科学コミュニケーションの失敗で

ある。では、この政治化はどのようなメカニズム

で引き起こされ、どのように回避が可能なのであ

ろうか。 

 まず、政治化の定義について考える。政治化と

いう⾔葉は、⽬的、⽂脈、話者のアイデンティティ
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に応じてさまざまな機能を果たす可能性があるが、

その定義は事実上、⽂献の中には存在しない 8)。こ

こにおける政治化とは、科学的情報に対する反応

が価値観や志向、信念に基づく偏った複数の派閥

に分裂する状態と定義する。この分裂の背後にあ

るのは、政治化にともなって⽣じる科学的事実の

冷静な評価からの逸脱であり 8)、この分裂は公衆

衛⽣的介⼊における効果を減じる 30)ことから、効

果的な公衆衛⽣政策の実現のためにはできる限り

排除されるべき事象である。 

 政治化を最⼩化するための振る舞いを考える上

で、「⽂化的認知(Cultural cognition)」という概念を

参照する。Kahan によると、⽂化的認知とは、集団

の価値観、すなわち平等や権威、個⼈主義、コミュ

ニティに関連する価値観が、リスク認識や関連す

る信念に影響を与えることを指す。⽂化的認知は、

新しい情報への解釈を偏らせることで、⾃分の素

因を補強する形で分裂を⽣み出す。さらに⽂化的

認知は専⾨家の情報に従うときにも影響を与え、

価値観を共有していると考える専⾨家を信頼でき

る専⾨家であると考える傾向にあり、価値観が異

なる場合は逆に⼈々の抵抗を強め、エビデンスの

強さに関わらず代替的な議論を⽀持しようとする

意志を強めるとされている 67)。 

 専⾨家の振る舞いを考える上で重要となるのは、

専⾨家の信頼性の認識における⽂化的認知の関与

である。これを考えるため、アメリカにおける⼀

⼈の専⾨家が政治化される過程を考察する。アメ

リカ国⽴アレルギー・感染症研究所の Fauci⽒は、

COVID-19 対策において科学的助⾔の発信を担っ

て い た 専 ⾨ 家 の ⼀ ⼈ で あ る 。 Fauci ⽒は

HIV/AIDS(Human Immunodeficiency Virus / Acquired 

immunodeficiency syndrome) 、エボラ 出⾎熱、

SARS(Severe acute respiratory syndrome) や

MERS(Middle East Respiratory Syndrome)などの感

染症について党派を超えて 6 代の⼤統領に科学的

助⾔をしてきた 68)。しかし、今回のパンデミック

では今までとは異なる傾向、すなわち⾼度な政治

化を経験した。エコノミスト/YouGov の調査によ

ると、3 ⽉から 5 ⽉にかけて Fauci⽒の信頼度は⺠

主党員の間では上昇している(64%→68%)のに対

し、共和党員の間では低下がみられた(56%→48%)。

さらに、Fauci⽒に不信感を抱く共和党員の数では

⼤幅な上昇がみられた(5%→23%)69)。この現象を、

前述した Kahan の「⽂化的認知」を⽤いて解釈す

ると、次のようになる。Fauci⽒はホワイトハウス

対策本部の⼀員として、記者会⾒にて Trump ⼤統

領とともに発⾔を⾏ってきた。⼤統領は記者会⾒

にて、科学的根拠のない治療法の⾔及や証明され

てない治療薬の普及、学校再開や経済再開の推進

などで Fauci ⽒の⾒解と相反する発⾔が頻繁にみ

られた 70)71)72)。これに対し、Trump ⼤統領と価値

観を共有していると認識している共和党員は、⼤

統領と相反している Fauci ⽒が⾃⾝と異なる価値

観を有していると想定し、この想定が⽂化的認知

の関与を通して Fauci ⽒の発⾔への抵抗を強め、

エビデンスの強さに関わらず科学的情報を却下さ

せ⼤統領の発⾔の⽀持を促し、結果として強い⼆

極化を引き起こしたのである。 

 また、同様に考えると⽇本においても⼆つのメ

カニズムで政治化のリスクが存在することが分か

る。⼀つ⽬は、政策決定に伴うものである。政治家

からの「専⾨家の指⽰に従う」という発⾔により、

専⾨家が価値判断をも含む政策⽴案の意志決定を

しているとする想定を⽣む。これにより、実⾏さ

れた政策の背景にある価値観が専⾨家に付随する

という認識を⽣み、この価値観への共感もしくは

反発が、専⾨家の発信する科学的情報の政治化を
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引き起こす可能性がある。⼆つ⽬は、情報発信に

伴うものである。記者会⾒における専⾨家の発⾔

は、しばしば政治家とともに政治家主導で⾏われ

る。これが、専⾨家と政治家が持つ価値観の間の

共通性、もしくは相反性の想定を通して、専⾨家

の存在の政治化へ繋がる可能性がある。 

 これらの政治化を回避するために必要なのは、

エビデンスの提供ではなく、科学コミュニケーシ

ョンの向上である。科学コミュニケーションの⽬

的は、⼀般の⼈々が⼼を開いて利⽤可能な最善の

科学情報を偏り無く検討するための環境を作るこ

ととされる 67)。科学コミュニケーションの⽅法と

しては様々な研究がされており、いくつかの具体

的な⽅法が政治化を抑制するとして推奨されてい

る。Kahan は、多様な価値観を持つ専⾨家によって

情報が保証されているときに⼆極化を抑制できる

と述べている 67)。また、Bavel らは、パンデミック

においては個⼈ではなく全体的なアイデンティテ

ィを強調することで、運命を共有しているという

感覚を育むことができ、政治的な分断を抑制でき

ると述べている 73)。これらの科学コミュニケーシ

ョンの⼿法の活⽤は、パンデミック下の情報発信

において有⽤であると考えられる。以上より、政

治化を防ぐために公衆衛⽣専⾨家に求められる振

る舞いとしては、次のことが考えられる。政策の

背景に存在する価値観と諮問組織に属する専⾨家

の関連づけを回避するため、政策形成における専

⾨家の役割の範囲はより明確化される必要がある。

また、専⾨家からの情報発信は、政治家とは独⽴

的に、洗練された科学コミュニケーションの理論

を⽤いて、多様な価値観をもつ専⾨家から発信さ

れることが求められる。 

 

 

5. まとめ 

 本稿では、COVID-19 対策の政策形成の考察を通

して、特にパンデミック下の政策形成における専

⾨家の振る舞いを検討してきた。スウェーデンで

は、専⾨家の専⾨知識に基づいて政策形成がなさ

れていた。政治からの独⽴が保証されていたが、

科学への信頼喪失という傾向がみられた。アメリ

カでは、政策決定は政治家の判断に⼤きく依拠し

ていた。科学への信頼喪失はみられなかったが、

科学的助⾔と政策との間の乖離、および⾼度な政

治化の傾向がみられた。⼀⽅⽇本では、政策形成

における専⾨家の影響⼒の⼤きさは⼆国の中間に

位置していた。また、専⾨家の振る舞いを専⾨家

⾃⾝が決めるという特徴があり、専⾨家の役割は

状況とともに変化していた。このような構造にお

いて、科学の信頼喪失、政治化という⼆つの傾向

を回避することを⽬的として、専⾨家に求められ

る振る舞いを議論した。この議論から、次の三つ

の提⾔が導かれる。 

 

提⾔１ 

専⾨家は、感染状況評価に存在する不確実性の明

確化にさらに積極的になることが求められる。ま

た、不確実性の存在下で特定の政策擁護をするこ

とは必要性に応じて正当化され得るが、その場合

は情報を公開した上で常にモニタリングされ、研

究の進捗に応じて⾒直し・更新されなければなら

ない。 

 

提⾔２ 

専⾨家は、役割の範囲をより明確化すべきである。

専⾨家の役割は、感染状況の科学的評価、政策オ

プションの列挙、および各政策オプションにおけ

る期待される効果、影響や潜在的なリスクの提⽰
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に限定されるべきであり、異なる価値の間での⽐

較および判断に関与すべきでない。また、価値判

断を伴う意志決定が政治家によって正当になされ

ることを促すため、これらの政策オプションと関

連する知⾒は、国⺠に⾒える形で公開されるべき

である。 

 

提⾔３ 

専⾨家からの情報発信は、専⾨家主導で政治家か

ら独⽴的に⾏われるべきである。また、洗練され

た科学コミュニケーションの理論を⽤いて、多様

な価値観をもつ専⾨家から発信されることが望ま

しい。 

 

これらの提⾔は、次なる段階として経済の再開や

ワクチンの導⼊に関する政策形成において、専⾨

家に求められる振る舞いを考える上で有⽤である

と期待できる。また同時に、COVID-19 対策におけ

る専⾨家の振る舞いの反省は、今後の政策形成に

おける専⾨家の⾏動原則の策定や関連する法整備

を通して活かされることが求められる。本稿は、

それらに向けた議論における論点を提供している

と⾔える。 

 COVID-19 のパンデミックはあらゆる⾯で世界

に⼤きな影響を与えている。感染症として⼈々の

健康を損なっているのみならず、都市の脆弱性を

露呈し、ワークスタイルに変化を及ぼし、コミュ

ニケーションの意義を問い、社会の再定義を促し

ている。政策形成における専⾨家のあり⽅につい

ても、海外および国内において今まで以上に議論

が深められている。これを契機として、本国にお

いてもさらなる制度の整備が進むことが期待され

る。そのためにも、今回のパンデミックにてみら

れた現象を冷静に分析し、様々な視点から評価し、

包括的な議論を進めていくことが重要であると考

える。 
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